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　ジャパンデスクは2005年9月に、在台湾日系企業の事業活動の実態把握を目的として、在台湾日系企業
1,578社に対して郵送によるアンケート調査を実施し、297社にご回答をいただき、回収率は18.8%であった。
今月号では、本アンケート調査の結果概要について紹介する。
なお、業務ご多忙の折、本アンケートにご協力いただきました日本企業の皆様に心よりお礼申し上げます。

「在台湾日系企業アンケート調査（2005年）」
結果概要

図表1：回答企業の概要
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母数：非製造業の回答企業（Ｎ＝114）

母数：製造業の回答企業（Ｎ＝183）

1. 回答企業の概要
　回答企業の中心は日本側出資比率 50%以上の台
湾との合弁会社である。
＜回答企業の概要＞
　本アンケートの回答企業の概要に関しては (図

表 1)、297社のうち、183社が製造業、114社が
非製造業であり、業種別では商業が 60社 (20.2%)

と最も多く、次いで化学の 34社 (11.4%)、輸送用
機器 25社 (8.4%)、電子部品・デバイス 23社
(7.7%)となっている。
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＜設立形態＞
　設立形態に関しては (図表 2)、台湾と
の合弁会社（日本側出資比率 50%以上）
が 129社 (44.6%)となっており、次いで
台湾との合弁会社（日本側出資比率 50%

未満）が 89社 (30.8%)である。日本企
業 100% 出資企業の回答比率は 35 社
（12.1%）にとどまった。

2. 台湾拠点の活動概要及び今後の見通し�
　在台日系企業の業務範囲は引き続き広
範囲となる。

＜台湾拠点が行っている業務内容＞　
　日系企業の台湾拠点における活動内容
に関しては (図表 3)、生産のみでなく研
究開発から、マーケティング、アフター
サービス、部材調達までその業務範囲は
広い。販売、マーケティングを行っているとする企業が 188社 (63.3%)で最も多いが、その他の業務につ
いても 3割から 5割の回答となっている。

＜各業務に従事する従業員数が全従業員に占める割合＞(業務有無は複数回答)
　各業務に従事する従業員数が全従業員に占める割合に関しては (図表 4)、各業務部門の比率は回答各企
業において従事する従業員数の割合である。
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図表4：各業務に従事する従業員数が全従業員に占める割合
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図表2：設立形態
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図表3：台湾拠点が行っている業務内容
　　　　(単位：件数)

母数：当該業務に従事している企業
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＜台湾拠点でのテストマーケティング機能＞
　図表 5の通り、台湾でのマーケティング
活動にテストマーケティング機能を持たせ
ていると回答した企業は製造業でも非製造
業でも25%に達している。また、テストマー
ケティング機能を持たせているとする理由
については「台湾で受け入れられるテイス
ト (嗜好 )は中国を含む華人市場にも受け
入れられるから」とした企業が最も多く 5

割を占めている。

＜各業務の今後の見通し＞　　
　業務の今後の見通しに関しては (図表 6)、
今後増加すると回答した企業の割合はマー
ケティング（43.6%）及び研究開発（43.0%）
が最も多かった。また、今後減少すると回
答した企業は部材調達の 4.5%を除いて殆
どが 2%以下であり、全般的に日系企業の
各業務に対する見通しは、現状維持か増加
基調に有るといえる。

3. 台湾拠点とアジア拠点の関係
台湾市場の大きさが対台投資の主要なポイント。在台日系製造業は台湾を主たる市場として活動し、台湾市
場の動向を最も重要に考えている事が今回
のアンケートで改めて確認された。

＜台湾の拠点で生産を行うメリット＞　　
　　
　「台湾拠点で生産を行うメリットは何か」
という質問に対する返答が図表 7である。
回答が多かったのが市場の近くでの生産と
いう回答である。台湾に進出している日系
企業が生産材を含んだ内需型の企業が多く、
台湾内の市場の大小が重要であることが分
かる。台湾の拠点で生産を行うメリットと
しては優遇措置を選んだ企業は 1 7 社
(12.2%)にとどまった。
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図表5：台湾でのマーケティング活動に、
｢テストマーケティング｣機能を持たせているかどうか
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母数：台湾にて生産業務を行っている企業（N=139）
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図表7：台湾の拠点で生産を行うメリット(単位：件数)
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図表6：各業務の今後の見通し(単位：件数)
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＜今後、台湾拠点の生産業務拡大、
　縮小の判断点＞　
　今後の台湾拠点の事業規模の拡大縮小
の判断材料に関しては (図表 8)、台湾の
市場規模が91社（65.5%）と最も重要であり、
これに次いで自社の全世界的な生産能力
の配分が69社（49.6%）となっており、本
社の政策的な判断も重要であることが読
み取れる。また、台湾の政策的環境動向
については第 3位で 38社（27.3%）となっ
ており、台湾拠点で生産を行うメリット
において「優遇措置が台湾における生産
メリットである」と回答した企業の
12.2%よりも多く、優遇措置のみならず
広い意味での政策的なインフラに注目さ
れていることが見て取れる。

＜グループ企業のアジア拠点に対する出資＞
　グループ企業のアジア拠点の有無に関
しては (図表 9)、中国に日本本社グルー
プの拠点がありとする企業が 148社と、
他地域に比べて圧倒的に多い。アジア地
域に対する出資に関しては (図表 10)、中
国の拠点に台湾拠点から出資があるとす
るのは 43社の 29.1%である。その他地域
では出資件数も 10件に満たず、割合とし
ても10%前後とそれほど目立った差はない。
また、インドへの出資を行っている会社
が 3社あった。

図表9：グループ企業のアジア拠点の有無

中国
タイ
シンガポール
韓国
香港

148
89
76
73
68

国別 回答数

マレーシア
インドネシア
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図表8：
台湾拠点の生産業務拡大、縮小の判断点
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図表10：
グループ企業のアジア拠点に対する出資
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＜グループ企業のアジア拠点に対する業務支援＞　
　アジア拠点への業務支援に関しては (図表 11)、
中国の拠点に対しては 102社と 68.9%である。そ
の他地域への支援でもタイの 31社（34.8%）、香港
27社 (39.7%)を始めとして、その他地域へも 10社
から 24社の企業が業務支援を行っている。インド
へも 7社が業務支援を実施している。

4. 台湾拠点と中国拠点との関係
　台湾拠点からは中国や、他地域の自社グループ拠点をサポートしている姿が本アンケートから見て取れる。

＜グループ企業の中国拠点に対する出資＞
　グループ企業の中国の拠点の立地点に関しては (図表 12)、上海市が 96社と最も多く、ついで広東省 84件、
江蘇省 54社となっている。各地域の拠点に対する出資に関しては (図表 13)、広東省が江蘇省や上海より多く、
26社（31%）となっている。

＜グループ企業の中国拠点に対する業務支援＞
　拠点への業務支援に関しては (図表 14)、上海市
で 50社（52.1%）、広東省 49社（58.3%）に次いで江
蘇省が26社（48.1%）となっている。その他では 10

社程度の企業が業務支援を行っている。

図表12：グループ企業の中国拠点の有無
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図表11：
グループ企業のアジア拠点に対する業務支援
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図表13：
グループ企業の中国拠点に対する出資
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図表14：
グループ企業の中国拠点に対する業務支援
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5. 中国での事業展開における台湾企業との協力関係
　中国での事業展開における台湾企業との協力関係は従来取引のある企業と組むケースが中心。

＜中国での事業展開における台湾企業との関係＞
　グループ企業の中国での事業展開における台湾企業との協力関係に関して (図表 15)、回答企業のうち台湾企業と
中国に合弁会社を設立していると回答した企業は 31社 (10.4%)であり、業種としては商業 35.5%、化学 19.4%、輸
送用機器 16.1%となっている。また、中国において台湾企業と技術提携をしている企業は 9件 (3.0%)にとどまる。

＜提携関係にある台湾企業とは以前よりの付き合い＞
　提携関係にある台湾企業とは以前よりの付き合い関係かどうかに関しては (図表 16)、中国で台湾企業と提
携関係にある日系企業のうち、当該台湾企業とはグループで何らかの取引があると回答した企業が 34社である。
それまでは特に取引がなく、中国での提携のために新規で関係を築いたとする企業は 7件であった。

図表16：提携関係にある台湾企業とは以前よりの付き合い関係

貴社グループと取引関係がある
特に無く、中国での提携のために新規で関係を築いた
中国以外の貴社グループの拠点でも提携関係にある
その他

34
7
5
1

以前よりの付き合い関係 回答数

53.10％
10.90％
7.80％
1.60％

構成比

母数：今後、台湾企業と提携して中国で事業展開を考慮している企業（Ｎ＝64）

図表15：中国での事業展開における台湾企業との関係(複数回答可)
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6.50%
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22.20%
11.10%
22.20%
11.10%
11.10%
100.00%

製造業61.3%

非製造業38.7%
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母数：全回答企業（Ｎ＝297）
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図表17：中国での事業展開における台湾企業との提携メリット

中国に進出した台湾企業とのコミュニケーション
中国の現地政府機関とのコミュニケーション
中国の現地人材管理
その他

40
�27
39
2

提携関係 回答数

62.50％
42.20％
60.90％
3.10％

構成比

母数：今後、台湾企業と提携して中国で事業展開を考慮している企業（Ｎ＝65）

＜中国での事業展開における台湾企業との提携メリット＞
　中国での事業展開においての台湾企業と提携するメリットに関しては (図表 17)、中国での事業展開におけ
る台湾企業との提携メリットでは、中国に進出した台湾企業とのコミュニケーション及び中国の現地人材管理
をあげる企業がそれぞれ 6割近くある。

6. 中国以外のアジア地域での事業展開における台湾企業との協力関係
　「中国以外のアジア地域の事業展開においても台湾企業と協力関係を築く事が考えられる」とする企業は各
国に対して 1割程度ある。

＜中国以外のアジア地域での事業展開における台湾企業との協力関係＞
　グループ企業の中国以外のアジア地域での事業展開における台湾企業との協力関係に関して (図表 18)、約 1

割程度の企業がどの国に関しても、台湾企業との協力関係を築くことが考えられるとしている。国別ではタイ
が 40件で最も多く、次いで香港が 35件となっている。その他地域でも、それぞれ１割程度の企業が台湾企業
と協力関係が考えられるとしている。インドでの協力関係を考えられるとした企業は 16社あった。

図表18：中国以外のアジア地域での事業展開における台湾企業との協力関係
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香港
インド
合計

32
40
30
23
32
37
20
35
16
271

国別 部品調達全体 販売物流 構成比その他

11
22
15
10
21
17
13
16
8
133

16
15
14
10
8
14
11
19
7
114

10
7
7
3
4
7
7
9
3
57

15
18
15
11
13
18
14
19
6
129

10.80%
13.50%
10.10%
7.70%
10.80%
12.50%
8.80%
11.80%
5.40%

母数：全回答企業（Ｎ＝297）


